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はじめに―問題の所在―
クラスター爆弾は「集束爆弾」とも呼ばれ、一つの親爆弾の中に数個から数百個の子弾が搭載されており、親爆
弾の分解により子弾が空中で広範囲に散布される（地上発射型と爆撃型がある）という特徴を持つ兵器である。子弾は、着弾した際の衝撃によって爆発するように設計されているが、散布地の地形や地上の状態によって不発弾となることが少なくない。また、子弾は空中で飛 するために、親爆弾の飛行高度や気候によって標的からはずれて散らば ものも多く、結果として一般市民が通るような場所にも無差別に撒き らされ、爆弾の知識の無い市民が不発弾を手にとって爆発させる いう事例、子どもたちが遊びで手 とって爆発させてしまうという事例が、ラオス、カンボジア、レバノン等にお て数多く報告されてい
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。
こうしたクラスター爆弾による被害が増えるにつれて、九〇年代後半頃から市民社会の間でその危険性が認めら
二三八
れるようになり、国際ＮＧＯが中心となって少しずつクラスター爆弾の使用禁止を訴える運動が生じ始め、やがて二〇〇八年一二月に計九四カ国が「クラスター爆弾禁止条約」に署名するという事態にまで発展するに至った（二〇一〇年二月に批准国が三〇カ国、二〇一〇年八月一日に発効） 。
本研究の問題意識は、この国際ＮＧＯが大きな役割を果たした「クラスター爆弾禁止レジーム」が、どのような
過程を経て形成さ 、どのような特徴を持っているのか、という点にある
）（
（
。特に、①「クラスター爆弾を禁止すべ
き」という国際規範が、主権国家を巻き込む形でどのようにして広まりえたのか、②クラスター爆弾の使用を禁止することは兵器削減に直結す 事項である点で、 家の安全保障政策にも関わる問題であるが、各主権国家はどのような利益、不利益を考えてクラスター爆弾禁止レジームに対して参加、不参加を考えたのか、③クラスター爆弾禁止運動を牽引した国際ＮＧＯの多くが、 九九七年に成立した 対人地雷禁止条約」の形成をも牽引して たことから、この二つのレジームの間 は関係性があると考えられるが、実際 ところクラスター爆弾禁止レジームは対人地雷 レジームからどのような影響を受けていたのか、という三点に焦点を当 る。
①と②の点については、通常、国際関係論 領域では、①をコンストラクティビズム的な見方、②をリアリズム
的な見方として相反するものとして扱われているが、本研究では両者を一つのレジームを分析す 上で相互補完する視角として考え、国際レジームを「複雑システム」として捉える視点 ら考察を行う。③につい は、レジ ム論におけるレジーム間相互作用の議論に関するものであ 特に クラスター爆弾の禁止派、擁護派の二つの立場が、それぞれ対人地雷禁止レジームの形成過程からどのようなこ を学び、活かそうとしたのか という点に着目し、過去のレジーム形成過程で学習 たことを新たなレジーム形成に活用することの効用、限界について考察する。
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クラスター爆弾禁止レジーム形成過程をめぐっては、上記の③に当たる対人地雷禁止レジームとの関係性を論じ
るものとしていくつかの先行研究が見られるが、本研究のような国際規範を広める各アクターの動き、各アクターの合理的行動をも含めた総合的な分析視点を持った研究はまだ蓄積が見られない。また、レジーム間の関係についても、既存研究の多くがクラスター爆弾禁止派の立場に立ち、対人地雷禁止レジームでの経験を活かしたことを論じている に対して、本研究ではクラスター爆弾擁護派もまたそこで 経験を活かした戦略をとっていることに焦点を合わせ、双方の対立軸 明確にしつつ、互いの立場 動きを詳細に追跡する。
現在、様々な領域において国際制度化及び国際組織化が進み、国家間におけるレジームのみならず、企業間にお
ける国際的な取り決め 影響力に焦点を合わせるプライベート・レジームのあり方にも注目が集まりつつあ 。国際レジームを形成する各アクターの動きに注目し 、あるレジーム形成のモデルを別 レジーム形成のモデルして用いる際に生じる有効性と弊害について考察してい 本研究は、多様な 見せる国際 を分析する研究領域に対して、一定の貢献を果たしうると考えられる。
2　
国際レジームへの複雑システムモデルによるアプローチ
2 －
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国際レジームと複雑システムモデル
本研究が取り組んでいるクラスター爆弾禁止レジームの形成過程の分析という作業は、国際関係論においてはい
わゆる国際レジーム論の領域に当 はま 。国際レジーム論自身、国家間の条約形成のあり方から地域統合論に至るまで非常に多様であるが、一般的にレジームの形成には、力、利益 信条体系（規範・価値観）の三種類の要因
二四〇
があると考えられている
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。力が要因となるとは、参加主体間の力関係がレジームを形成する際の基本となる見方で
あり、軍事力、経済力の側面、相手をコントロールする影響力に基づいてレジームが形成されるということである。利益が要因になるとは、利害得失の計算がレジームを形成する主体の行動に影響を与えるということである。そして信条体系（規範・価値観）が要因になるとは、非物質的な信条体系がレジームの形成に影響を与える いうことである。
この三つの視点は国際関係論における常套的な見方であり、それぞれの立場から相手を批判したり、我々が主張
していることと結果として同じ主張しているにすぎ い いう議論が展開されたりしている
）（
（
。レジームを分析する
際にも、通常、上記の三つの視点のいずれか一つ 依拠して議論が展開されることが多く、 本的には、分析対象とするレジームの特性（より国益重視型で形成されているか 規範重視型で形成されているか）を作業仮説として設定し、その上でより適した分析視角を設けるというの 典型的 方法であると言え 。
ここでこの三つの視点のうち、力と利益はアクターの合理的行動という言い方によってさらに絞り込むことが可
能である。力 利益を要因とする行動パターンは、自らの利潤・効用最大化を目指す行動を取 という点では両者とも共通しており、双方と 特定 状況下においていかにしてより高い利得を獲得するかというゲーム理論的アプローチによって、一元的分析が可能であ 。例えば
FearonandW
endt （二〇〇二）もこの点について、上記の三つ
の立場を「
R
ationalism
v.s.Constructivism
」という言い方にまとめ、二つの間での対立図式があることを指摘して
いる。また
M
archandO
lsen （一九九八）は、結果の論理（個人的な選好、利益を追求する合理的主体によって生
じる政治的秩序） 適切性の論理（特定の状況に対して特定のアイデンティティ・信条を関連づけてい ルールに、アクターが従うことによって生じ 政治 秩序）という形で、既存の国際関係論における議論を二つに分類してい
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こうしたいわば二極化された議論が展開されているわけであるが、クラスター爆弾禁止レジーム形成過程におい
ては、合理性分析、規範分析のどちらか一方を採用するという二者択一的な思考様式では、十分な分析が可能になるとは考えにくい。というのも、ＮＧＯによるクラスター爆弾禁止運動という規範的側面に関わる動きと、国家の軍事兵器の削減という国家の力・合理性に関わる動きの両方を捉える必要があると考えられるからである。いわば、従来の一元論的見方（合理性分析の立場 又は規範分析の立場）から二元論的な見方（アクターを合理的、規範的双方の視点を総合 に考慮する立場）を採用する必要があ と考えられ 。しかし がら、二つの立場を一つの理論モデルによって取り扱おう 理論的作業は国際関係論の間ではごく最近まで試みられておらず、研究自体がほとんど行われていないのが現状であ ように思われる。規範の いう視点が国際関係論における一つの流れとしてみなされるように ったこと自体、
W
endt （一九九八）による議論以降のことであり、研究分野としてまだ
新しく研究・考察が進んで いうこ も一つの要因として挙げられ であろ 。
そうした中で、理論仮説と事例による検証という科学的手続きを経て、合理的、規範的双方の視座を複合的に捉
えようとした研究として草野（二〇〇五、二〇一一）がある。草野は、先に挙げた三つ 、すなわち力、利益、規範の間には対立関係では く相互補完関係がある した上で、国際政治における国家体系（
statesystem
）にお
いては、この三つのシステムが相互作用を行 がら複合的に存在する「複雑システム」 成立していると主張する。草野 廣瀬 国際法理論における 参考にしつつ、それを国際関係論におけ 議論に当てはめて考察を展開しており、 は、社会分析の軸を「シンボル」と「実態」に分けたうえで、実際の社会事象 おける実態のシステムに対し 国際法理論を ンボルシステムとして位置付けられると主張
）（
（
。この廣瀬の理論の背景には
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構造主義的な記号理論があり、草野はこうした考え方を国際関係論において用いられてきた力、利益、規範の考え方に当てはめて考察を行っている。さらに具体的に見ていくと、廣瀬の理論モデルは、社会における諸現象をシンボルレベルにおける「シンボルシステム」 、実態レベルにおける「役割システム」と「利害システム」という三つのシステム 分ける考え方であり、それぞれ、存在物と て存在しない法や文化、アイ ンティティの側面によって成立しているシステムをシンボルシステムとし 相互に特定の役割を分担し協力し合うこ で各アクターの効用を相互に高め合うようなシステムのことを役割システム（
Ex. 国家間の経済的協力関係、福祉制度等のシステム） 、
各アクターが自己の利益を追求することによって成立するシステムを利害システム（経済 、軍事力によって形成されるシステム）と 。この考え方に草野は 力、利益 規範という従来の国際関係論における三つのレベルをあてはめる。すなわち、①シンボルシステムの側面には規範（コンストラクティビズ の考え方） ②役割システムの側面には利益（ネオリベラル制度主義の考え方） 、③利害システムの側面には力・安全保障（ネオリ リズムの考え方）という形で適用させ それぞれ①には「理念」 ②には「国家利益」 、③には「 システムの利益」 （ネオリアリズムの立場が主張する、力のバランスによるシステム観）という三つのシステム観 設定 、それぞれが複合的、重層的に国際政治の中に存在す と指摘してい のである。
この草野のアプローチは、先に述べた二元論的視点にとって有用である。草野のシステム観における「国家利
益」と「国際システ 利益」という二つの視点は、 理的行動・合理性（自己利益を最大化しよう する行動）という上位概念によって内包するこ が可能であると考えられ、いわば、国家体系を規範（理念）システムと合理性システム（国家利益、国際シ 利益）の二重性から成立して るという見方が可能である 思われる。
本研究は、システム あり方にそのものついて考察するのではなく、クラスター爆弾禁止レジームの形成という
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一つの国際政治現象を分析することを目的としているが、複雑システムの考え方はクラスター爆弾禁止レジームの分析においても有用であると考えられる。しかしレジーム論においては、草野の複雑システム論のような、重層的なシステム観に基づいて個々のアクターの分析を行うという作業は未だ見られない。ただレジー 形成においても、規範システム、合理性システム（国家利益、国際システムの利益）という重層的なシステムの下で国際レジームが形成され、その双方のシステムに関わ 存在者としてやはり重層的・複雑な性質（規範的側面、合理的側面を双方持つ）を持つ各アクターが ると考えることは可能であり、それは単体のシステム観
W
endt によるコンストラク
ティビズム型のシステム観
W
altz
によるネオリアリズム型のシステム観）を採用するよりも、少なくともクラス
ター爆弾禁止レジームを分析する上では有用である 考えられる。
しかしこうしたいわば二元論的な立場を採用するのは、少なくとも以下の二つの問題点が考えられる。まず一つ
は、なぜ二元論的なモデル 考察をせねばならないのかという点である。一見すると、力、利益、規範という従来の分析軸を一度に取り扱える議論は便利なようにも思われるが、もし規範 合理性の両方 視点で行うのであれば、規範分析による研究と、合理性分析による研究の二つを別々にやればよく、一度に取り組むような枠組みは必要ないのではないかとも思われる。また、理 として 整合性という点 も 国際政治をアクターの力関係 害範に基づいて するための理 体系は、それぞれが独自の背景を持ってすでに成立してお 、それらを複合的に分析するような視座を 国際政治理論においてわざわざ考察する必要はないのではないかという点も考え れる（例えば先に挙げた足立の規範分析も、規範にのみ注目した方法を取っているという点で、既存のレジーム論、コンストラクティビズムの議論を用い も である） 。もちろん、力、利益、規範のそれぞれが重要な変数であり、そのうち一つの である程度こと足り のであればそれで行えばよい であ が、こ ま 論じてきたように
二四四
少なくともクラスター爆弾禁止レジームを分析する上では、力、利益、規範を複合的に勘案する方が、より詳細に事例を捉えることができるのは明らかである。そしてレジーム分析に止まらず、現実に生じている国際政治現象自体が冷戦期以降複雑化（例えば本研究が扱おうとしているような、非国家アクターが頻繁 国際政治に関与する事態）しており、従来の西洋型の一元論的な見方 は必ずしも十分なものとはなりにくいのではないかと うことも考えられる。本研究が採用しているような重層的な複雑システム観は、規範 合理性（国家利益、国際システムによる利益）というそれ自体はオーソドックス 概念による議論であるが、この重層的 視点を基にして事例、地域特性に合わせた下位概念を適切に設定することができれば、より適切に事象を分析できるツールになると考えられる。ただ、そのような分析軸 提供できるだけ 基幹研究、考察の蓄積がまだ不十 あるのもまた明らか ある。
もう一つは、方法論上の問題点の指摘が考えられる。すなわち力、利益という軍事指標、経済指標といった形で
明示化されやすい変数を扱って るものと、規範という明示化されにくい変数を同時に扱いきれるのかという点である。前者は定量的な分析が中心的に行わ 後者は 性的、解釈的な分析が行われてい 傾向があり、研究方法のあり方自体に相違点があるのは否め ようにも思われ 。こ 点に関しては 規範の分析を定量的に捉えようとする試みなどもありえる 、定性的な分析こそコンストラクティビズムの特徴があるとする見方もできる。そして本研究 よう クラスター爆弾禁止レジーム形成過程という一つの事象の分析を試みる場合、すなわち過去の特定の期間に焦点を合わせた経時分析を試みる場合は、プロセス・ レーシングによる分析 妥当であ と考えられる。もちろんより一般化されうる分析を静態的に行お とす のであれば、定量化分析が不可欠であろう。この点の方法論上 問題点は、今後の課題としたい。
本節では、クラスター爆弾禁止レジーム形成過程を分析するにあたって、 「複雑システム」という国家アクター
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を規範、合理性の二側面で分析、考察を行うモデルを採用することを示した。次節では実際にクラスター爆弾禁止レジームを分析するためのより具体的な分析枠組みを示し、その分析軸に沿っ 本研究の仮説を提示することにしたい。
2 －
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分析枠組み、仮説の設定
前節では、クラスター爆弾禁止レジームを分析する上で、国際レジーム論で用いられる力、利益、規範といった
主要変数をどのように設定するのかについての本研究における立脚点について論じた。本節ではさらに議論の焦点を絞って、クラスター爆弾禁止レジームの形成過程を分析するための分析視角 提示し、本研究の仮説を設定する。そしてクラスター爆弾禁止レジームに焦点を わせるというとき、本研究の問題意識の一つでもあった、対人地雷禁止レジームとの関係性という点を考慮 必要もあ 。先に述べたように、クラスター爆弾禁止レジーム形成に関わったアクターは、国家、ＮＧＯ問わずその多くが対人地雷禁止レジーム形成に関わったアクターと重複しており、また目加田（二〇〇九）の先行研究でも、対人地雷禁止運動からクラスター爆弾禁止運動へと続くＮＧＯの活動には継続性があることが指摘されている。そこでまず、国際レジーム論 おけるレジーム間の関係に関する議論について考察することにする。
レジーム間の関係は通常、相互関係のあり方を分析するという形で捉えられ、①上下関係がない水平的なものか、
あるいは上下関係がある垂直的なものか、②相互関係がある場合、相互に矛盾なく相互補完的なものであるのか、あるいは相互 矛盾を来すもので か、という基準で論じられる
）（
（
。ここでクラスター爆弾禁止レジームと対人地
雷禁止レジームとの関係 え と、両者の間は上下 のな 水平的な関係であることが分かる。ただ「相互」
二四六
関係という点では、クラスター爆弾禁止レジームの形成過程の分析という本研究の目的を考えた場合、クラスター爆弾禁止レジームに関わったアクターが対人地雷禁止レジームの形成過程から何を学んだのか、結果としてター はどのような影響を対人地雷禁止レジームから受けたの という点に焦点 合わせるべきであり、むしろ対人地雷禁止レジームから ラスター爆弾 へと水平的に派生した関係にあるという言い方の方が妥当であると考えられる。
またレジーム間の相互関係という点で
Stokke （二〇〇一）は、その相互作用のあり方としてアイデア型、規範型、
功利型、という三つのタイプがあることを指摘し、さらにそれらが制度的に管理されているか、管理されていないかに分けるこ ができるとする。ここで特に注目したいのは、三つのタイプに分けて考察を行っている である。アイデア型 は、あ レジームから学習した事柄が 別のレジームに影響を与えるという作用であり、規範型とはあるレジームの規範が別の に影響を与えるとい 作用であり、功利型とは、コスト対効果の考え方であり、 レジームが形成されるこ 、別のレジームの負担（コスト）が変容するという作用を指す。対人地雷禁止レジームとクラスター爆弾禁止レジームは、少なくともその形成過程においては厳密には相互作用という関係ではなく、対人地雷禁止レジ ムからクラスター爆弾禁止レジームへの一方的な関係性を考えるべきではあるが、この
Stokke
の考え方は本研究にとって有用な視座を与えてくれる。というのも、規範的な部分、合理性の部分と
いう両側面からレジーム間の関係 ついて考察しており、前節で述べた本研究 立場に適合可能であると考えられるからである。すなわち 各アクターは、自ら （対人地雷のみな ず、クラスター爆弾もまた人道 も るものであり、よって廃絶すべきという理念の継続と合理性 禁止レジームで 経験を活かして、より低コストでクラスター爆弾禁止レジームの形成を行おうとする）に合わせて、対人地雷禁止レジームで学んだことを活
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1に示しておく。この分析モデルではいわば基盤となる分析モデルで、より
一般性の高いモデルを想定したものであり、実際の分析に当たっては、さらに概念を整理する必要がある。ただ、このような理念と合理性を一つのモデルの中に納め、且つレジーム間の関係性についても考察するという形でのレジーム分析は先行研究では見られない のでもあるので、端的に分か ようあえてモデル図とし 表しておく。図中 矢印の相互方向性についてであるが、 、 間の相互性は複雑システム観の見方に基づいたものであり、レジーム間関係と 念、合理性と 間の相互性は、上記の
Stokke
の議論に基づいた
ものである。前節で述べたように 現在の複雑な国際政治の現象（本研究で扱うクラスター爆弾禁止レジームのような）を分析するには、各アクターの理念のみ、合理性 みという形での は必ずしも十分ではな ため、双方の視点を持つ
かそうとしていることが考えられ、レジーム間関係の議論と、前節で述べた本研究の理論的視座を接続することが可能になる。
ここで、前節での議論と、本節のここまでの議論の結果から導き出される、本研究の基本的な分析枠組みを図表（図表 1）水平的派生型国際レジーム形成過程の基本的な分析枠組み
筆者作成
アクターの規範、価
値観に基づく行動
変数ａ
アクターの利害得失
に基づく行動
変数ｂ
土台となったレジー
ムの影響
変数ｃ
理念
合理性 レジーム間関係
二四八
ことがより妥当であると考えられる。また本節の先の部分で述べた通り、土台となるレジームから派生して生じたようなレジームであれば、各アクターが以前のレジーム形成で学習し ことをどのように活かしたのか（あるいは足かせに ったのか）を考え ことは、派生型レジームという動的な性格を持つレジームの分析においては欠かせない視座となる。
この図表
1のモデル図をより具体的にし、クラスター爆弾禁止レジームを実際に分析するためのモデルを構築す
る上では、もう一つ考慮すべき点が る。それは ラスター爆弾禁止レジーム形成過程においては、クラスター爆弾使用禁止派とクラスター爆弾使用擁護派の間に明確な対立軸が存在する 考えられることである。足立（二〇〇四）は、対人地雷禁止レジームの形成過程において 対人地雷の禁止派と擁護派と 間に明確な対立軸があり、両者の間に自陣営に引き込むための駆け引きが展開さ たこ を指摘している。その対人地雷禁止レジームの派生型として 性格を持つクラスター爆弾禁止レジームの形成過程 おいても同様の対立軸があると考えられ、本研究においても分析軸 その視点を組み込む必要があると考えられ すなわち本研究では、クラスタ 爆弾使用禁止派、擁護派双方の立場を比較し つ、先の基本的な分析枠組みに沿って事例分析を行う。そしてこ こ を 慮した上での、本研究のクラスター爆弾禁止レジーム形成過程 分析枠組みを図表
2に示す。
図表
2に示した通り、クラスター爆弾使用禁止派、擁護派双方の立場における理念、合理性がどのようなもので
あったのかを 対立軸を明確化しつつ分析する。また分析に当た ては、クラスター爆弾禁止運動から条約採択（二〇〇八年五月）までの間においてターニングポイントとなった複数時点に焦点を合わせ、それぞれの時点の前後における状況を上記の分析枠組みに沿って考察を行う。
それでは本章における議論を通じて導き出されうる、本研究の仮説を以下に提示する。①クラスター爆弾禁止レ
二四九
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ジーム形成過程において、国際ＮＧＯ、主権国家といった各アクターは、自らの理念、及び合理性の双方を複合的に勘案してクラスター爆弾使用禁止派、使用擁護派の立場に立ち それぞれの立場ごとに対人地雷禁止レジ ムと関係性を持っていた。②クラスター爆弾使用禁止派及び使用擁護派は、自ら 理念、合理性、そして対人地雷禁止レジーム形成で経験し こと 基づいて、自らが優位に てるよう戦略的に行動し、そのことがクラスター爆弾 レジームのあり方に影響を与えた。
以上本章では、クラスター爆弾禁止レジーム
の形成過程を分析するに当たっての分析視座、仮説 導出の議論を行った。次章では、クラスター爆弾禁止レジーム形成過程 詳細に追跡し、上記の分析枠組みに基づいて考察を行うことにする。
（図表 2）クラスター爆弾禁止レジーム形成過程の分析枠組み
筆者作成
○クラスター爆弾禁止派
アクターの理念（人道規範）
アクターの合理性（国際社会での名声
等）
レジーム間関係（対人地雷禁止レジー
ムでの経験）
比較
○クラスター爆弾擁護派
アクターの理念（軍備重視）
アクターの合理性（安全保障上の利得
等）
レジーム間関係（対人地雷禁止レジー
ムでの経験）
経時的分析
双方の主張の対立
（説得力、影響力を
めぐる対立）
クラスター
爆弾禁止レ
ジーム形成
過程に影響
を与える。
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クラスター爆弾禁止運動のはじまり～第五議定書採択まで
クラスター爆弾禁止レジーム形成過程を分析するという本研究の目的に合わせて、本章ではその形成過程を時間
軸に沿って追跡、分析を行う。対象期間としては、クラスター爆弾に対する認知度が高まり始めた九〇年代後半から、条約が採択された二〇〇八年五月までとする。二〇〇八年以降も、クラスター爆弾禁止条約に加盟する国家は増え続けているが、二〇〇八年五月の時点においてレジームとしての原初形が完成したと考えられるからである。そこで以下では、レジーム形成過程においてポイント なる三時点を設定し、その時点での状況についてそれぞれ分析、考察を行うこととしたい。本節ではまず、禁止運動のはじまりから、ＣＣＷ（
ConventiononCertainconven-
tionalW
eapons
：特定通常兵器使用禁止条約）における第五議定書が採択されるまでの期間を取り扱う。この第五
議定書は、詳細は後述するが クラスター爆弾による一般市民の被害の増大を受けて議論が進められたもので、クラスター爆弾の使用の是非について初め 取り扱った国際レジーム ある。このいわば「 第五議定書レジーム」に対するクラスター爆弾使用禁止派の不満の高まりが、やが さらなる禁止運動 呼ぶことになる だが、まずはこのレジームがど ような特徴を持っ いたのかについてみて行くことにす
クラスター爆弾がその危険性について国際社会の中で広く認知され始めたのは九〇年代に入ってからであるが、
いつから使用され始めていたのかということ 関し は、一般的に第二次世界大戦まで遡 ことができるとされている。図表
3に、条約が採択された二〇〇八年までのクラスター爆弾の使用状況を上げているが、大国間の戦争が
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無かった冷戦期中においても、ほとんど間隔をおかず世界中で使われ続けていたことが見て取れる。最初にその危険性が注目されたのはインドシナ戦争における不発弾の危険性に対してであったが、対人地雷の危険性と区別されることもなく、特にクラスター爆弾の使用制限に関して国際社会が特別な焦点をあ るということはなかった。インドシナ戦争に続いてベトナム戦争においても大量 使用され、アメリカ軍によるカンボジア、ラオス、ベトナムでの数十万個単位（子弾）の 投下の結果、現在も多数の不発弾が現地に取り残されている
）（
（
。しか
し、今でこそ日本も含め各国のＮＧＯ等 よっ 盛んにクラスター爆 処理 取り組みが行われ るが、九〇年代に入るま はカンボジア どの現地で活動するＮＧＯアクターでさえも、 「クラスター爆弾」という わば特殊な兵器 関する知識はほとんど い状態であったという
）（
（
。
実際に国際社会においてクラスター爆弾の危険性が大きく注目を集めたのは、一九九九年のＮＡＴＯ軍によるコ
ソボ空爆であり、この時、アメリカ、イギリス、オランダの軍を中心にクラスター爆弾の子弾が数十万発規模の量で投下され、それに伴って相当 の不発弾が残されることになった
）（
（
。それまでも使用されていたのに、なぜＮＡＴ
Ｏ軍による空爆によってクラスター爆弾の危険性が国際的に認知されていったのかについては、少なくとも二つ理由があると考えら る。まず一つ目として、冷戦終結後に多く ＮＧＯが武力紛争 行われていた国や地域に積極的に入るよう なり、難民救済や社会再建作業に取り組むようになったが、その際、現地 撒かれ いる地雷やクラスター爆弾の不発弾に遭遇する機会が増え よう な ＮＧＯの間 少しずつその危険性が認知され始めていったということ 挙げられ
）1（
（
。そして一九九九年に、アメリカ、イギリスといった、地雷や不発弾の問題を提起し
たＮＧＯ・市民社会組織が本部を置いているような国々が、地域紛争で使用されるよう 量をはるか 凌駕するほど多くのクラスター爆弾を使用したのであ それに伴って生じ得る不発弾の多 もある程度予測す こと でき、
二五二
不発弾の危険性を世界各地で認知し始めていたＮＧＯ 反発を一気に呼ぶことになった。この一九九九年には、一九九七年の対人地雷禁止条約の成立に向けて尽力したＮＧＯの連合体であるＩＣＢＬ（対人地雷禁止キャンペーン）が、そ 運営委員会において初めてクラスター爆弾を中心議題 上げて る（図表
4参照） 。二つ目の理由は
戦場が東欧であったということ り、世界各国のマスコミが、アジア、アフリカの紛争地域と比べ 容易に戦地の状況、戦地の住民の実態につい 報告するこ ができたということが挙げられる。その結果、クラスター爆弾の不発弾が与え 危険性についての国際社会の認知度が高まりはじめ、このことが禁止運動 必要性を認めはじめたＮＧＯの後押しをすることにもつながったと考えられる。
（図表 3）クラスター爆弾が使用された主な出来事
1943 第二次世界大戦 1999 NATO 軍がコソボで 3（
万個の子弾を使う大規模
使用。
1946-195（ インドシナ戦争
196（s-197（s ベトナム戦争
1973 中東戦争 2（（1-2（（2 アフガニスタン戦争
1975-1988 西サハラ紛争 2（（3-2（（6 イラク戦争
1978 レバノン紛争 2（（6 イスラエル軍がレバノン
に対して 4（（ 万個の子弾
を使う大規模使用
1979-1989 アフガニスタン紛争
1982 イスラエルのレバノン攻撃
1982 フォークランド紛争 2（（8 ロシア軍がグルジアで使
用1986-1987 フランス軍がリビアに使用
1991 湾岸戦争
1992-1995 旧ユーゴスラビア紛争
1992-1997 タジキスタン内戦
1994-1996 チェチェン紛争
1996-1999 スーダン内戦
1997 西アフリカ諸国経済協同体
監視軍がシエラレオネで
出所：各種資料より筆者作成
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しかし、クラスター爆弾の危険性が国際的に認知さ
れ始めたからといって、ＮＧＯがクラスター爆弾の国際的な禁止運動を現実にすぐに展開するということにはならなかった。というのも、クラスター爆弾の危険性を認知していたヒューマンライツウォッチ、ハンディキャップインターナショナルなどの多国籍ＮＧＯ、そして世界各地で活動するＮＧＯの多くが 一九九七年に成立した対人 雷禁止条約の成立に関わ たＮＧＯであり、これらのＮＧＯは条約が批准された後加盟各国がきちんと条約の履行義務を果 して るかどうかの監視活動を行わねばならず、その時点ですぐにクラスター爆弾禁止運動に取り組めるほどの人的、物的資源はな ったからである
）11
（
。もちろん、インター
ネット、マスコミを通じての情報発信は可能であるが、具体的に何をどうするのかということについては、一九九九年以降数年の間 、国際社会に訴えかけるほどの目立った活動は出来ないままでいることになったのである。
（図表 4）クラスター爆弾禁止条約成立までの主な流れ
1999 ＩＣＢＬ運営委員会において、クラスター爆弾が中心議題に上がる。
2（（1/12 ＣＣＷにおいて、クラスター爆弾を含む不発弾及び遺棄弾（ＥＲＷ）
の問題が議論される。
2（（3/11 ＣＣＷ第五議定書がＣＣＷ締約国会議において採択。
2（（3/11 有志ＮＧＯによるＣＭＣ（クラスター兵器連合）が設立される。
2（（6/3 ＣＭＣの呼びかけによるロンドン会議の開催。
2（（6/11 ＣＣＷの運用検討会議（クラスター爆弾が議題）。ＣＭＣは、この時点
でＣＣＷでの働きかけをあきらめる。
2（（7/2 オスロ会議の開催（新たな使用禁止条約の作成へ）
2（（7/5 リマ会議（オスロ・プロセス）
2（（7/11 ＣＣＷ締約国会議
2（（7/12 ウィーン会議（オスロ・プロセス）
2（（8/2 ウェリントン会議（オスロ・プロセス）
2（（8/5 ダブリン会議（オスロ・プロセス）→条約採択
2（（8/12 オスロで条約署名が行われる。
出所：各種資料より筆者作成
二五四
一方、各国政府、特にクラスター爆弾を保有する国々の対応は、比較的早いものであった。コソボで大量にクラ
スター爆弾を使用した国家のみならず、ロシア、中国といった軍事大国も加盟しているＣＣＷ（特定通常兵器使用禁止条約）において二〇〇一年一二月に再検討会議が開催されたが、そこでクラスター爆弾を念頭においた「不発弾・遺棄弾（対人地雷を除く） ・
ExplosiveR
em
ainsofW
ar: ＥＲＷ」の問題が議論され、国際社会としてどのよう
に対応すべきかが検討された。この会議ではＮＧＯも参加可能な政府専門家会議（
G
roupofG
overm
entalExperts:
ＧＧＥ）の開催が決められ、その後ＧＧＥは二〇〇二年に三回行われることになり、一見するとクラスター爆弾の問題に諸国家が正面から取り組んでいるようにも見えるものであった。しかし注目すべきは、これら一連の会議ではヒューマンライツウォッチらのＮＧＯが当初考えていた「使用禁止」というこ は最初から議題とされておらず、あくまで「不発弾をどう処理するか」という問題としてクラスター爆弾が扱われた である。ＥＲＷ（不発弾・遺棄弾）問題化するということは、すなわちクラスター爆弾を使用して かまわな が、不発弾 出た場合、誰の負担でどのように処分するかを決めるものであり 使用禁止にはほど遠い も、アメリカ、ロシア等のクラスター爆弾大量保有 は のＥＲＷ化して扱 ということにさ 難色をしめし、結果と てＣＣＷは、ＮＧＯが本来考えていた使用禁止、使用制限という事項が われ な場では全くなくな て ったの
）12
（
。
Cave （二〇〇六
) 、足立（二〇〇六）は、このようなＣＣＷとＮＧＯの動きについて、ＣＣＷ加盟国はクラスタ
ー爆弾の問題をＥＲＷ化すること よって 「禁止すべき」という意見を封じ込めたのではない ということを指摘しているが、特にここで重要な影響力とし 考えられるのは、上述したアメリカ、ロシア、中国といった軍事大国である。というのも、使用禁止を目指すＮＧＯとしてはＣＣＷ ＧＧＥでの議論の対立軸 最低限「ＥＲＷ化するか、それとも使用禁止か」という線に止まらせるべきであったが、最もクラスター爆弾を持つアメリカ等の大国
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がクラスター爆弾をＥＲＷとして扱うことにさえ躊躇することにより、ＣＣＷ、ＧＧＥは、 「ＥＲＷ問題としてさえ扱うべきか否か」というレベルでの議題に終始 せられることになったからである。ではなぜＣＣＷ各国は、このようなＮＧＯの禁止運動に対する意図的な封じ込めを行ったのであろうか。その背景には、このＣ Ｗでの議論が行われているつい四～五年前 採択された対人地雷禁止条約の成立が る
）13
（
。アメリカ、ロシア、中国は最後まで
この条約への参加を渋り、その結果、禁止を目指すＮＧＯの先導もあって相当の国際社会からの非難を浴びることになった
）14
（
。そうした対人地雷の時と同じ轍を踏むことをさけ、国際社会の反発を買わないままクラスター爆弾を保
有、使用できる状態にするためにも、ＮＧＯの意図 封じ込める必要があったのである。
二〇〇三年一一月に、それまでのＣＣＷ、ＧＧＥでの議論を基に、ＥＲＷ問題を扱った新たな議定書である「Ｃ
ＣＷ第五議定書」がＣＣＷ締約国会議において採択された（アメリカ、ロシア等は、こ 時点ではこの第五議定書にも参加していない） 。その内容は締結国がＥＲＷの除去や破壊に責任を持つことを中心にしたもので、あくまでＥＲＷの処理のあり方 終始す 内 となっ
）15
（
。
ここまでの動きを振り返ると、全般的にＮＧＯのクラスター爆弾禁止運動の当初の動きは、対人地雷に対する取
り組みがまだ続いていたこともあり、遅れていることが見て取れる。そ 結果、クラスター爆弾 擁護する側がむしろ先手をとって禁止派の動きを封じ込め、 「クラスター爆弾はあくまでＥＲＷの問題であり、その内容につい議論すればよい」という考えをいち早く各国政府 中に植え付けることに成功したと言ってよいであろう。このようなクラスター爆弾禁止運動 初動 遅れについて 足立（二〇〇八） 規範分析の立場から「規範の接ぎ木」という概念を用いて考察している。すなわち、本来ならばＮＧＯは、対人地雷で国際社会 中で培われた人道的な規範の盛り上がりを、そのままクラスター爆弾に用いるべきであったが 上記のようなＣＣＷ加盟国 封じこめ、す
二五六
なわち「反接ぎ木」行動もあり、結果としてそれは上手く接続出来なかったというわけである。またこのような規範の接続が上手くいかなかった背景には、先に述べたように既に対人地雷禁止条約の履行監視という業務に多くのＮＧＯは取り組んでいるため、それに加えてクラスター爆弾禁止運動にも取り組めるような物質的（人的、経済的）な余裕 あるＮＧＯはごく限られていたこととも関係している。
合理性という側面で見ても、この時期においてクラスター爆弾禁止派に参加することは、少なくともクラスター
爆弾を保有する国々にとってその利点はほとんどないと考えられる。むしろＥＲＷの問題として扱 という姿勢を見せておけば、クラスター爆弾の問題をＣＣＷで扱うと う形で軍縮に対する姿勢を国際社会に示すこ ができ、かつＥＲＷの問題であ 以上事実上 使用制限 く、安全保障上の損失も全くないこと なる。
レジーム間関係の面では、禁止派のＮＧＯにとってみれば、対人地雷禁止条約の履行監視業務という足かせがあ
ったためにクラスター爆弾禁止運動の初動の遅れが生じてしま ことを ると、むしろこの時点では負の関係性が発生していることが考えられる。一方、擁護派にとって 、上記のような封じ込め戦略を採用したこともあって、より大きな負担増を、禁止レジーム形成を目指す側 強いることに成功し になる。
以上の事柄を考慮しつつ、理念、合理性、レジーム関係性という分析軸に沿って抽出可能な事柄を、図表
5に示
しておく。このＣＣＷ第五議定書が採択された段階においては、総じて擁護派優位 状況にあると言うことができるであろう。
それでは次節では、本節に続いてＣＭＣ（クラスター兵器連合） 立ち上げから二〇〇七年二月のオスロ会議ま
での時期につい 分析、考察を行うこと する。
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（図表 5）ＣＣＷ第五議定書採択時の状況
クラスター爆弾使用禁止派
・理念：クラスター爆弾を禁止すべき。しかし運動開始が遅れ、
禁止規範は広がらず。
・合理性：政府として禁止の態度をとっても、安全保障上の
力を損なうだけで、「禁止の態度を取らなければ、
国際社会から非難を浴び、名声を損なう」という
こともない。合理性の確保困難。
・レジーム間関係：対人地雷禁止レジームからの「規範の接
ぎ木」は、一部のＮＧＯでは可能だった。
しかし対人地雷の時のような国際世論に
広められず。経験を十分に活かせず。
クラスター爆弾擁護派（ＣＣＷレジーム）
・理念：クラスター爆弾の危険性は認めるが、ＥＲＷの問題
として扱うことで、使用禁止まで考える必要はない。
・合理性：ＥＲＷはクラスター爆弾の使用を規制するもので
はないため、継続して配備可能なので、安全保障
上の損失（軍備低下）はほぼない。しかも、「人道
規範に基づいて、クラスター爆弾の不発弾を処理
する」という形で、ＥＲＷ案でも一定の国際的名
声は確保できる。また、ＥＲＷ案は兵器生産にも
差しさわりがないので、生産禁止に伴う兵器業界
の損失もない。
・レジーム間関係：対人地雷禁止レジーム時の経験を活かし
て、ＣＣＷが素早くクラスター爆弾問題
をＥＲＷの問題と位置づけ、いわば「ク
ラスター爆弾はＥＲＷである」という認
識を素早く広めることに成功した。擁護
派主導で問題の解決を目指す。
　結果として、この
ＣＣＷ第五議定書が
採択された 2（（3 年ま
では、禁止派の勢い
は弱く、擁護派優位。
二五八
3 －
2　
ＣＭＣ（クラスター兵器連合）の立ち上げからオスロ会議まで
前節では、ＣＣＷ（特定通常兵器禁止条約）における第五議定書の採択までの期間について分析を行ったが、本
節では引き続き、二〇〇七年二月のオスロ会議に至るまでの期間について分析、検討を行う。オスロ会議は、その時集まった各国政府代表者の間で 〇〇八年中にクラスター爆弾禁止条約の採択を行うことが取り決められたという意味で、クラスター爆弾禁止レジーム形成過程の中でも最も重要な出来事とも言える。実際、クラスター爆弾禁止条約成立までの国際社会の動きのことを「オスロプ セス」という言い方で表現されることもある。以下では、このオスロプロセスまでの動きについて追跡し、本研究が設定する分析軸に沿って考察を行うことにする。前節ではＣＣＷの第五議定書の採択 内実 ついて取り上げ、それは事実上、クラスター爆弾をＥＲＷ（不発弾、遺棄弾）として扱うものであり すなわち使用規制・禁止に関する国際的取り決めではなく、あくまで使用後の処分どうするかという国際的取り決め あった。この意味において、使用禁止を目指す各ＮＧＯにとっては決して最善なものではな った。また国際政治の舞台においては、こ ようなクラスター爆弾を ぐる問題が議論され い最中に 、二〇〇三年に生じ イラク戦争において、アメリカ、イギリス軍がイラクに対してクラスター爆弾用するという事態が発生する そして、 ラ ター爆弾の不発弾によって市民に被害が出ているという状況も発生し、ヒューマンライツウォッチはイラクで被害にあった市民 様子をいち早く情報発信している
）16
（
。ただこの二〇〇
三年三月に発生したイラク戦争 そ で行われた 使用は、ＮＧＯ 国際世論に改めてその危険性を認識させる形になり、禁止運動に対 関心を高める効果も らすことにもなったと言え 。
こうしたイラク戦争のような背景もあって、ＥＲＷとしてクラスター爆弾を扱う第五議定書が採択されると、あ
くまで使用禁止を求める動きを続けたい有志ＮＧＯが、ＣＭＣ（クラスター兵器連合・
ClusterM
unitionCoalition ）
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というクラスター爆弾禁止運動ネットワークを設立する。設立日は二〇〇三年一一月一三日であり、一一月二八日に採択された第五議定書と同時期に設立されたといえる。第五議定書が結局のところ、クラスター爆弾の使用禁止・規制に効力を発揮しない内容であることが明らかになったことから、第五議定書に加えて、クラスター爆弾対策に特化したさらなる議論をＣＣＷで続け を目的として設立されたの ＣＭＣである。ＣＭＣのコーディネーターはトーマス・ナッシュという人物 、地雷問題 扱う「
M
ineA
ctionCanada 」というＮＧＯ職員の経験もあ
るがまだ年齢は若く、他のＣＭＣの運営職員も対人地雷のときに比べ、 「 （クラスター爆弾禁止運動は）二〇代、三〇代の人たちが中心になって て、随分と若返った」という印象があったという
）17
（
。ただどの職員も既に経験は豊富
であり、このＣＭＣの設立も 対人地雷禁止 動で中心的な役割を果たしたＮＧＯ連合体であるＩＣＢＬ（地雷禁止国際キャンペーン）の動きを参考 したものであった 言える（メンバーのＮＧＯには重複も多い） 。というのも、対人地雷の時も、ＮＧＯ全体と て連帯感 持って行動するために、ＮＧＯの連合体であるＩＣＢＬを設立したという経緯が ったからである
）18
（
。ＣＭＣの設立者たちは、この対人地雷の時の成功体験を意識してＣＭＣを設立
し、禁止派にとって不本意な内容であった第五議定書とは別 取り決めをするよ ＣＣＷ 働きかける活動を開始しようとしたのである。参加したＮＧＯは世界五十カ国 大小二〇〇を超え 数 のぼり、そ 一例 して、ヒューマンライツウォッチ（
H
um
anR
ightsW
atch ） 、ハンディキャップインターナショナル（
H
andicapInternational ） 、
ランド インアクションＵＫ（
Landm
ineA
ctionU
.K
. ） 、マインアクションカナダ（
M
ineactionCanada ） 、フィジシ
アンズフォアヒューマンライツ
PhisiciansforH
um
anR
ights ）などが挙げられる。こうして第五議定書の採択以降、
ＮＧＯ連合体であるＣＭＣは、ＣＣＷにおいて第五議定書ではかなわなかっ 禁止、厳格な規制に向けた枠組みを目指すこととなった。 か 実際のところ、それは一向に進むことは く、クラスター爆弾に特化し 議論が
二六〇
Ｗ内で行われることはなかったのである。
ＣＭＣがこのような状況になった理由としては、当時のＣＣＷ加盟各国の間では「クラスター爆弾を巡る議論は
ＥＲＷ問題としてまとめて扱う」という考えの下、 「クラスター爆弾の問題＝ＣＣＷで扱われるべき問題」という見方が根強く、第五議定書に代わる取り決めをクラスター爆弾について行うべきであるという訴えがＣＣＷ加盟国に通るのは困難であったということがある。ま 、対人地雷の時のオ ワプロセスのように、ＣＣＷの枠組みから飛び出して独自に新たに何かを始めよう す ことも 当時はまだそ 説得力に欠け、運動を始めるには相当の国際社会への働き駆けが必要であった
）19
（
。さらにＣＭＣ内部においても問題を抱えており、ＣＭＣに参加したＮＧＯの
多くがＩＣＢＬ（地雷禁止国際キャンペーン）にすでに参加しているＮＧＯが多く、ＣＭＣに参加はしたものの、小組織ＮＧＯの中 は先に取り組ん いる対人地雷禁止活動（現地での地雷処理活動、条約の履行監視） 中心にやりたいと考えるＮＧＯも多かった
）2（
（
。
すなわちＣＭＣの立ち上げそれ自体は、クラスター爆弾の禁止への動き、禁止運動の盛り上がりにはすぐに結び
付かなかったと うことになる。少なくとも二〇〇四～二〇〇四年当時、ＣＣＷの中でも ったく議論は進められず、またＣＣＷの枠外で対人地雷の「オタワプロセス」のような形での活動を目指すということも出来ずにいたのである。
ただ二〇〇四～二〇〇五年ごろから、外交の場とは異なる場所で新たな動きが生じはじめる
）21
（
。クラスター爆弾を
製造する企業の多いベルギー、ノルウェーの が、企業の社会的責任（ＣＳＲ） 、社会的責任投資（ＳＲＩ）に関わる活動を始めたのである。ＩＣＢＬによ キャンペーン時、対人地雷を製造する企業に対して、そ 製造を禁止するよう求める運動が盛んに行われて た。クラスター爆弾禁止運動においても、そうした兵器製造そ もの
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を止まらせるような動きが二〇〇五年から生じ始め、その先駆的なものとして、ベルギーとノルウェーでの動きが生じたのである。ベルギーでは、ＨＩ（ハンディキャップインターナショナル）のベルギー支部が、二〇〇五年七月からＨＲＷやネットワークフランデーション（ＳＲＩ調査専門 ＮＧＯ）と協力 、政府・金融機関・民間企業に対してクラスター爆弾の製造に関わっている企業 投資を引き上げるよう求める運動を始める。このネットワークフランデーションは、一般市民が金融機関に預けている貯蓄がクラスター爆弾製造とどのように繋がっているのかを市民に呼び掛けるという活動を行い、その調査結果はマスコミなどでも取り上げられ ことになった れらベルギ での動きは、実際 投資禁止の効力もさることながら、こうした一連のキャンペーンを通 クラスター爆弾 不発弾 危険性について、改めて国際世論に訴えかける効果をもたらすことになる。一方ノ ウェーでは、政府石油基金（現在はノルウェー政府年金基金グロ バル）が、ノルウェー・ジャンズ・ピ プルズ・エイド（ノルウェーのＮＧＯ） 、ＨＲＷ等のＮＧＯの協力を受けつつクラスター爆弾の問題に取り組んだ。この政府石油基金は、石油収入の運用を目的に一九九〇年に設立され、運用資金の大きさは欧州最大規模のもの あった。この資金の運用先を考えるに当たって、二〇〇四年 政府のコミッション及び議会が、クラスター爆弾 製造してい 企業を対象外とすることを決め である。この活動は、ＮＧＯネットワークの中核であ ＣＭＣの活動が遅々として進まない中でも クラス 禁止の動きが の中で既に生じていたことを示している。
実際にクラスター爆弾を巡るＣＳＲ、ＳＲＩの議論が世界レベルで大きく進むのは二〇〇七年のオスロ会議以後
であり、実効力 持ち始めるのもそれ以後である。しかし少なくともベルギー、ノルウェーにおいては、そのオスロ会議以前からクラスター爆弾製造に制限を与えるような活動が進められていたことになる。そしてベルギー、ノルウェーにおいてこうした動きが早い段階で生じていたことは、 両政府がいち早くクラスター爆弾の禁止運動
二六二
に取り組む姿勢を醸成させることになった要因の一つになると考えられる。その後、ベルギーは二〇〇六年に世界初のクラスター爆弾禁止の国内法を成立させ、ノルウェーは二〇〇七年に開催されたオスロ会議の提唱者となった。
ＣＣＷにおいては、二〇〇五年になってもさらなるクラスター爆弾使用禁止、制限を目指す議論は全く進んでい
なかった。ただそれでも上記のベルギー、ノルウェーのように、国内でクラスター爆弾禁止 動きが活発化している国々も存在し、明確に禁止に賛成する 家の存在も明らかになってきていた。そこでＣＭＣは、クラスター爆弾の問題に関心を示 そうな九カ国の政府関係者を招き、非公式 会合を開くと うことを提案する。わずか九カ国の参加者ということもあり、 の会合での取り決め自体が持つ効力は国際政治全体からみれば微々た も であるが、対人地雷禁止運動の時にこ した政府関係者を非公式に招くことで禁止運動を再燃させ ということがあり（ジュネーブ会議
）
）22
（
、一種の打開策として二〇〇六年三月にロンドンでの開催が決定された。参加国はノルウェー、
ベルギー、リトアニア、スイス、スウェーデン、オランダ、アイルランド、メキシコ、デンマークであり、どの国も対人地雷の時も積極的な役割を果たした国でもあった。
ロンドン会議では、①クラスター爆弾は人道問題であること、②欧州全般における議会のイニシアチブから判断
すると、クラスター爆弾禁止の気運が高まっていること、③クラスター爆弾の問題は その全廃が最善策であること、④ＣＣＷの枠外プロセスが必要であること、⑤新 なプロセスを前進させるには、同じ志を持つ中核グループが必要であ こと、⑥ＮＧＯと政府、政府関係者の間で結束力が高ま ていること、などが話し合われた。
このロンドン会議は非公式な集まりではあるものの、 「クラスター爆弾の禁止を目指す」という同じ考えを持つ
者同士の結束の確認をする機能を持った。ここで注目しておくべきは、③で り、少なく もこのロ ン会議の時点において、少なくとも こに集まった九カ国は全面使用禁止派の立場に立つ国家アク であることを確認す
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ることができる。
こうしてＣＭＣが打開策を展開している中で、二〇〇六年八月にイスラエルがレバノンを空爆し、その際に大量
のクラスター爆弾を使用するという事態が発生する。使用したのは性能の悪い旧式の爆弾のため、大量の不発弾が残り、レバノン市民の安全が脅かされていることが連日マスコミにおいて報道された。イスラエルはアメリカと同様、ＣＣＷでクラスター爆弾をＥＲＷ問題として扱うことさえ渋っている使用擁護派の立場に立っており 使用すること自体に対する制度上の問題自体は無い。しかし結果として不発弾が大量に発生し、国際世論に対して改めてクラスター爆弾の使用の是非を問う議論を生じ せることになった。しかもこの二〇〇六年の段階では、これまでのＣＭＣ・ＮＧＯの活動、禁止派によるロンドン会議の開催などを通 、クラスター爆弾の危険性が国際世論中でゆっくりと浸透しつつあったと考えられ、このイスラエルの空爆 その不発弾による市民へ 被害は、論から強い反発を受け、禁止派にとってこれまでにない後押しとなった。
そして二〇〇六年一一月に、ＣＣＷの運用検討会議が五年ぶりに開催され、そこではＣＣＷで過去に取り決めら
れた事柄について再検討 行う いうことが主題とされた。注目 もちろんクラスター爆弾をめぐる議論であったが、ＣＣＷでのそれまでの状況から ＣＭ は でにＣＣＷ枠内で禁止に向けた建設的 意見を組み立 ことは困難であることは承知し た。それにもかかわらずＣＭ は、無駄だと理解 つつもこのＣＣＷに参加し、クラスター爆弾の使用禁止を訴えるという行動をとった
）23
（
。その理由として、①ＣＣＷでは、クラスター爆弾の使用禁止
を定める国際法 制定は きな と うことを世界に示すため。②使用禁止 積極的な国 消極的な国とがあるという対立の姿を世界に示すためであった、ことが挙げられる
）24
（
。つまりＣＭＣは、ＣＣＷの会議の場を利用してクラ
スター爆弾禁止運動の存在を国際社会にアピールし、ＣＣＷとは別の条約枠組みの必要性を訴えたである。そして
二六四
こうした動きから、二〇〇六年の時点においてＣＭＣは、対人地雷禁止レジームの時の「オタワプロセス」のようなＣＣＷを飛び出して国際条約を成立させると う道筋を辿ることに、現実味を帯びて取り組み始めていたということを読み取ることができる。
このＣＣＷの運用検討会議の後、ノルウェー政府はクラスター爆弾禁止のための国際条約作りを行う国際会議の
開催（二〇〇七年二月）を有志国に呼び掛けた。この呼び掛けのタイミングは、先の擁護派のイスラエルによるレバノン空爆によって生じた禁止派への国際世論の後押しと、ＣＣＷでとったＣＭＣの戦略が相まって、相当 招集力に繋がったと考えられる。オスロ会議に先駆けて行われた市民フォーラムでは、三五カ国から一〇〇を超えるＮＧＯ、国際機関から関係者が集まり、会議当日 は四九カ国の政府関係者が出席し 。このオスロ会議では、二〇〇八年中にクラスター 弾禁止条約の採択 目指すこと、民間人に受け入れがたい苦痛 もたらすクラスター爆弾の禁止を目指すこと、といった「オスロ宣言」が参加 （四六カ国） 間で了承されたが、オスロ宣言 賛成を表明したドイツ、フランス イギリス、イタリア、カナダ等は全面使用禁止という点までは必ず も賛同しておらず、ＣＣＷで 取り決めを重視する立場を崩していなかった
）25
（
。このオスロ宣言の段階では、禁止、制限をどの程度まで
厳密に制度化するかという点までは取り決められ いなかっ ため、 うしたい ば中間的な立場を取る国家も、その点をあいまいにしたままオスロ宣言に賛同している
）26
（
。このような姿勢をこれら 国家を取った背景には、①国
際的な運動の潮流に逆らうこ に対 る不名誉さ
sham
e ）の回避、及びこれらの国
々
の国民、市民の間でオスロ
宣言に対する関心が高 ってお 、明確 反対するという姿勢をとること 政府（政権与党）の名声、支持の低下に繋がりかね いこと、②実際 条約内容の詰めの交渉は二〇〇八年度中に開催される条約採択会議の場 行われるため、その時に妥協 引き出す提案を改 て行えるこ 、などが考えられる。またオスロ会議では、条約採択
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まで複数回の国際会議を開き、条約内容についての検討を行うことも確認された。
ここから先の条約採択までの期間については次節で触れることにし、このオスロ会議の開催時までの事例につい
て以下で検討を行いたい。この本節で扱った期間 お 注目すべき点は、第五議定書の成立によってクラスター爆弾使用擁護派が優位だった状況を、使用禁止派はどのようにして巻き返して オスロ会議 ような禁止条約の採択を取り決める国際会議を開催するにまで至ったのかということである。ＣＣＷとは別枠の国際条約を採択するには、相当数の参加国が見込まれなければならないが 結果 してオスロ会議にはイギリス、フランス、ドイツなど四九カ国もの国が するに至った。なぜこのようなことが可能であったのだろうか。これまでの事例から、少くとも以下の三点が指摘でき と考えられる。①ノルウェー ベルギー 、対人地雷禁止運動では見られなかった形でのＣＳＲに基づく社会的責任投資へ 取り組みが生じ こと。こ し 動きは両国においてクラスター爆弾禁止に対する関心を政府・民間レベルで高める効果があったと考えられる。ノルウェー、ベルギー も 世界各国政府にクラスター爆弾に使用禁止を訴える禁止派の中核を担う国家アクターになった。②二〇〇六年のイ ラエルによるレバノン空爆が、 際世論におけ クラスター爆弾の危険性への関心を高めることになった これは擁護派にとっては、ＣＭＣが世界に向けてクラスター爆弾 訴えかける行動を起こした直後（ロンドン会議）でもあっただけ 、その説得力、影響力を著しく低下させ ことになったと考え れる。③ＣＣＷ第三回運用検討会議でのＣＭＣの戦略的なアピール行動。世界 向かっ クラスター爆弾をめぐってはいわば「擁護派」と「禁止派」の二つの立場があることを明確 し、禁止派の正当性を訴えかけた。以上の要因によって、禁止 は勢いをやや取り戻し、国際社会 中で 家 クターの支持を取り付けられるようになっていったと考えられる。
そしてこの段階におけるもう一つの特徴としては、ＣＣＷを重視しつつオスロ会議に参加した国
々（イギリス、
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カナダ等）が、ＣＣＷで形成された「ＣＣＷ第五議定書に基づくレジーム」とノルウェーが提唱する新たな枠組みに参加することのどちらを選択すべきかを、天秤にかけはじめたという点である。これらのアクターは、全面禁止派、全面擁護派のどちらがより説得力があるのかを考えると同時 、参加コストがより低いレジ ムはどちらかであるのかを考え始め、いわば中間的な位置を保つようになってきている。
以上の議論から、本研究の分析枠組みに沿ってモデル図式化したのが図表
6である。理念、合理性、レジーム間
関係に当てはめるべき事柄は 既に事例の内部及び上記の検討 通し 明確に抽出可能であるため、改めて内容についてくり返すことは避けておく。やはり特徴としては、中間的な立場を取るアクターが登場してい ことであり、その立場に属するアクターもまた理念 合理性、レジーム間関係 視点で捉 ことが可能である。
3 －
3　
オスロ会議以後～クラスター爆弾禁止条約採択（二〇〇八年五月）
前節でのオスロ会議までの事例分析に引き続き、本節では実際のクラスター爆弾禁止条約の採択が行われたダブ
リン会議までの期間に の分析を行う。前節で見たよう 、ＣＣＷの枠内での議論が中心だった二〇〇〇年代半ば頃までは、禁止派には一種の閉塞感が漂っていたが、オスロ会議が開催された二〇〇七年二月の段階では、相当数の国家アクターを禁止派 側に巻き込むまでに情勢が変化していた。オスロ会議では、二〇〇八年中にクラスター爆弾禁止に関する条約 採択を目指すことが確認されており この会議に参加し、オスロ宣言に賛同した四六カ国は、禁止派側 多分に引き寄せられて ると考え よい ただし 禁止派 アクターとなったわけではなく、イギリス、フランス、ドイツ、カナダ、あるいはオスロ会議には参加しながらオスロ宣言には反対の意を表した日本など、禁止派と擁護 の間で揺れているいわば中間的な立場のアクターである。この中間的なアクターをどのよ
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（図表 6）オスロ会議時の状況
クラスター爆弾使用禁止派（使用禁止運動の牽引役）・46 カ国
・理念：ＣＭＣ（クラスター兵器連合）結成後すぐには禁止理念を
広められず。しかしベルギー、ノルウェーでのＣＳＲ（企
業の社会的責任）の盛り上がりやロンドン会議等を通して、
クラスター爆弾の危険性の認識が少しずつ広まり、やがて
禁止運動牽引役（ＣＭＣ、禁止派政府）の動きが活発に。
また 2（（6 年のイスラエルのレバノン空爆以降、国際世論の
支持も集め始める。
・合理性：国際社会の支持を得はじめたことによって、使用禁止を
主張することが国家・組織の名声を高めることにつなが
りはじめる。また禁止派国家アクターは、元々外敵の脅
威が薄い場合が多く、国防上クラスター爆弾が無くとも
さほど影響しない。
・レジーム間関係：ＣＣＷでの議論進展が行き詰ったとき、対人地
雷の時を模倣してＣＭＣを結成。また対人地雷
の時の経験をもとにロンドン会議を開催。
・ＣＣＷレジームに加わりつつ、オスロ会議にも参加した
立場（擁護派ではあるが、その使用制限を認める。2（ カ国）
・理念：ＣＣＷの枠組みを重視する考え方は持ちつつも、禁止派の
動きが活発化するにつれ、擁護派から禁止派へと説得され
つつあったり、市民の間で禁止すべきとの声が高まったり
しているような事態（政府と市民の規範の乖離）。
・合理性：国際社会の声に逆らうことによって被る不名誉さと、ク
ラスター爆弾を擁護することによって得られる便益を秤
にかけている状態（禁止派 or 擁護派のどちらがより低コ
ストであるか）。
・レジーム間関係：対人地雷禁止レジームのような軍事大国抜きの
条約は微力。このことを教訓にしてＣＣＷ重視。
クラスター爆弾擁護派（ＣＣＷレジーム）・12 カ国
・理念：「クラスター爆弾の問題はＥＲＷの問題であり、使用禁止を
取り決めなくともよい」という擁護信念は健在で、多くの
国家の指針になっている。しかしイスラエル（擁護派）の
レバノン空爆（2（（6 年）によって、国際社会の支持を減ら
す。
・合理性：2（（6 年より国際社会から逆風が起こるが、クラスター爆
弾所持によって得られる便益は高い（使用する国も）。
・レジーム間関係：禁止派によるＣＣＷに対抗するレジームの形成
を許してしまったが、対人地雷時の教訓に基づ
く当初の取り込み戦略が功を奏し、ＣＣＷの影
響力は確保。
　禁止派が勢いを
取り戻し、いわゆ
るオスロ・プロセ
スが開始される。
中間的な立場の存
在が明確に。
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うに扱うか（自陣営に引き寄せるか）が、クラスター爆弾使用禁止派、使用擁護派のそれぞれの立場にとって重要な点となる。
オスロ会議では、二〇〇八年度に開催される条約採択会議の前に、数度に渡る国際会議を開催することが確認さ
れており、実際 リマ、ウィーン、ウェリントンの三度に渡って国際会議が開催されている（図表
4参照） 。これ
らの会議は、条約の内容をどのようにするのか、についての協議を行うことが本来の目的であったが、 と同時にこれらの会議を通して、クラスター爆弾禁止条約の存在を各国政府にアピールし、最終的にどの程度の国が条約採択 参加するかを測定する機能も持っていた。リマ会議（二〇〇七年五月）では、六八カ国、ウィーン会議（二〇〇七年一一月）では、一三八カ国が参加し、この二つ では、特に によって被害に 市民の犠牲者支援の問題が中心的に議論された。この犠牲者支援という視点は 対人地雷禁止条約では独立条項 中に加えられていなかったため、特にＮＧＯの間でこ 点をぜひクラスター爆弾禁止条約の条約文の中に盛り込ん欲しいという要望があった
）27
（
。ただこうした人道的な側面の議論が進む一方で、オスロ宣言時に先送りされた重要な
問題が浮上し始める。それは、クラスター爆弾の「定義」の問題であり、ドイツ、イギリスは、クラスター爆弾使用禁止に賛同する一方で、不発弾率一％以内で自己破壊装置がつい れば 親爆弾から複数 子弾が散布されるタイプの爆弾であっても、それは従来 不発弾を多発させ クラスター爆弾 定義の範疇に 入らないという意見を、明確に表明しだ たことである。ＣＭＣとして 禁止運動当初からクラスター爆弾の全面使用 、全廃を目指してきた訳である 、 「不発弾率 通常 爆弾と同程度 も であれば、それは通常 爆弾と変わらないも 」という形での問題提起に対しては、必ずしも明確には答えられない点であった。 の については、リマ、ウィーンの会議では結論が出ず、 はさらに先送りされることになる。
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リマ会議とウィーン会議の間の二〇〇七年一一月に、ジュネーブにおいてＣＣＷの締約国会議が二年ぶりに開催
され、アメリカ、ロシア、中国、イスラエル等も参加する中、クラスター爆弾の問題について検討される。当然のことながら使用禁止にまつわる議論というものは行われず、 「軍事及び人道的考慮」
）28
（
という点での内容であったが、
ただ の時期にこのＣＣＷ締約国会 が行われ、クラスター爆弾の問題が話し合われたことによって、オスロ会議に始まるオスロプロセスを牽制する意味合いを持つことになった。特に 間的な位置にいる国々 と は、国際政治の場においてクラスター爆弾の問題を扱っているのがオスロプロセスだけでは いことを改めて認識することになり、その後も引き続きＣＣＷの重要性を認め続けて行く る。
二〇〇八年三月にはニュージーランドのウェリントンで条約採択会議前の最後の国際会議が開催され、一〇三カ
国が参加した。こ 会議では、 禁止条約に賛同す 意思を持っているのかどうかについて最終確認を行い、賛同する国
々
によって「ウェリントン宣言」 、いわばクラスター爆弾禁止条約に署名する意思の宣言が表
明された。これには八二カ国が賛同したが、上記 定義 に加え 、クラスター爆弾を禁止する場合、使用禁止までの移 期間をどのように設定す のか（猶予を設けるべきか否か）と う問題、条約に参加していない同盟国との共同作戦、軍事演習 可能な かという問題も 新たに提起される。そし こ ら三つの問題、 なわち、①定義の問題、② の問題、③非加盟国と 軍事活動については、 採択の場であるダブリン会議にまで持ち越されることになる。クラスター爆弾禁止運動を支持する国際世論はオスロ会議以後高まっていたものの、条約内容の詰めの段階に入って 禁止派は再度難題に直面することになったのである。
条約採択が行われる国際会議は、ダブリンで二〇〇八年五月に開催され、会議 参加国は一一一カ国であった。
しかし、この参加国数はそ ま条約採択国数 なるわけではなく、条文での上記 三つの問題点の扱い方次第に
二七〇
よっては、採択国は参加国数よりも大幅に減少する恐れもあった。禁止派としては、そうした大幅減となるような事態だけは避けたいが、特にイギリス、ドイツはクラスター爆弾の定義の問題にこだわり、先に挙げた条件（一％以下の不発弾率の爆弾を例外とする）を認めてくれなければ、条約に採択できない いう姿勢を取るまでになる。これらの国がこのような主張をする背景には、かつて禁止派によって開催されたロンドン会議において、クラスター爆弾の定義として「文民に受け入れがたい苦痛を たらす兵器」ということが確認されていたからである。すなわち、 「文民に受け入れ難い苦痛」をもたらさないようなクラスター爆弾であれば、その兵器まで使用禁止にする必要はない、というわけである。またこのイギリス、ドイツ そしてカナダ、日本等は アメリカ等軍事大国も加盟しているＣＣＷ内でクラスター爆弾禁止に関する取り決めをすべきであると考えており、特にアメリカ 軍事同盟関係にある国々は 上記の③ 問題との関係から 強くこのこと 望ん いた。
このような動きに対して、禁止派の国家アクター（ノルウェー、ベルギー等） 、ＮＧＯ（ＣＭＣ）は、当初（オ
スロ会議前後の頃）は反発し例外なくクラスター爆弾は全廃 べきである いう意見を取っていたが、この条約の最後の詰めの段階に入ってくると 少しずつ態度が軟化し始める。 なわち、定義における上記の うな例外事項を認めることに、必ずしも拒否 応を示さ なってい た であ その理由としては、①イギリス ドイツフランスといった軍事的、経済的な大国 クラスター爆弾禁止条約に引き止めるためにも、例外事項の受入れは必要な措置であった
）29
（
、②もともとＮＧＯがクラスター爆弾禁止運動を始めたのは不発弾によって犠牲になってい
る市民の窮状 救う めであり、 「一％以下の不発弾率」で且つ自己破壊装置が付いているような爆弾であ ば、今後クラスター爆弾の不発弾 苦しむ市民はい なると思われ、受け入れても全く問題の無い例外事項であると考えられ こと
）3（
（
、③イギリス、ドイツといった国々は、オスロ会議以降、一貫して例外を望むような態度を取り続
二七一
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けており、文民への犠牲の可能性が抑えられることを前提に、最終的に彼らの面目を潰さないように配慮すべきであるという雰囲気が会議の場にあったこと
）31
（
、が挙げられる。
こうした禁止派の側で例外を認めるような状況になり、条約ではクラスター爆弾の定義として、①子弾の数十個
以下、②子弾の重量が四キロ以上（子弾が大きいほど、親爆弾の中に入る数は少なくなる） 、③単体目標を識別・攻撃する機能が付い いること、④電子式自己破壊装置、自己不活性化機能付き、の条件を満たす爆弾を例外とする議長案が採用された。定義においてこうした例外を認めることは、全面禁止派 とって一種の妥協としての性格を持たざるを得ない。ただ、この四つの条件を満 した爆弾であれば、 発弾によって市民に被害 も らすような状況は皆無になるとも考えられる。いわば 制度上の厳密さでは、禁止派は初期の目的（クラスター爆弾の全廃）を逸れて譲歩した形になり、一方、 「不発 による市民への被害をなくす」という要件を満たしつつ、イギリス、ドイツといっ 大国を条約内に取り込むことに成功した いう現実的な意味では、目的にかなう（市民に被害をもたらさない う意味で） 文 なった。
定義問題に続く二つ目の問題点であった移行期間については、条文の中に盛り込まれなかった。使用猶予期間を
設けることで、クラスター爆弾に代わる攻撃・爆撃兵器の配備・開発の期間ができ、ただちに使用禁止することよりも安全保障上のリス が小さくな め、既存のクラスター爆弾保有国と禁止派との間 議論の焦点となった。ただ、特に小国においてはそもそも高性能兵器の開発を行 ていないことなどを考慮する 結果として大きな反論が出なかったのではな かと思われる。 お、加盟国は貯蔵中のクラスター爆弾は八年以内に廃棄せねばならないこと 条約中に規定されて る。三 目の相互運用性 点、すなわち非加盟国 の共同作戦、軍事演習を認めるか否かという点については、上記 移行期間の問題点で厳密 取り決め 行われ のバランスも考慮され
二七二
認められる形となった。特にアメリカと強い軍事上の同盟関係にあるイギリス、カナダ等はこの点を強調しており、先の定義上の問題ほどではない せよ、論争を呼んでいた。ＣＭＣ、特にＨＲＷはこの相互運用性を認めることに終始反対していたが、最終的に禁止派の側が妥協する形となった。
最終的にクラスター爆弾禁止条約は、全体会議において採択され、二〇〇八年一二月にオスロにて署名が行われ
ることが決まる。そのためクラスター爆弾禁止条約は、 「オスロ条約」とも呼ばれることになるが、完成された条約の特徴を三点に絞って以下にまとめておきた
）32
（
。
①すでに触れた例外事項を認めているという点。対人地雷禁止条約では例外、留保事項の無い完全な内容を持っ
ていたが、クラスター爆弾禁止条約はそれ 比較すると制度的にやや緩いもの ただもちろん既に述べたように、例外事項に適合するクラスター爆弾は事実上不発弾が発生しない設計になっており、現実的に被害の拡大を防ぐ条約内容として成立している。
②クラスター爆弾の全てを対象としている訳ではな という点。これは①の例外事項を満たしたクラスター爆弾
もさることながら、照明弾 発煙弾、花火 、レーダー妨害用金属片散布弾など、 「親弾から複数の子弾が散布される」という形式の兵器は他にも多分にある。しかしこれら ついては規制対象外と て る。先に述べたように禁止派の主眼は、 「文民に受け入れ難い苦痛をもたらす兵器」 削減にあり、逆に言えば（例外事項 も言えることであるが） 、不発弾化して文民に苦痛を与えない兵器であれば問題としないというのが、条約の基本的な態度である。もちろん、あらゆる兵器は文 る可能性が るが、このクラスター爆 をめぐる議論お ては、あくまで「不発弾化して、無差別的に 被害 もたらす」ことのみに焦点が当てられており、それ以外については関与していない。
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③犠牲者支援が条文の中に盛り込まれている点（第五条） 。カンボジア、ラオスなど現地で不発弾の脅威を目に
しているＮＧＯ関係者の中には、このことを最も重要視している者も多かった。というのも対人地雷禁止条約ではこの点についての条項はなかったからであり、クラスター爆弾禁止条約ではぜひ盛り込んでもらいたいとの意見が強かった。そうした声を受けて第五条には、加盟国が提供すべき支援について列挙されている（物理的、精神的、社会的、経済的援助） 。
本節での事例の内容を検討すると、二〇〇七年のオスロ会議以降、禁止派にとっての力点は主として中間的な立
場にいるアクターと 駆け引きにあったように思われる。特にイギリ 、ドイツと った国々は、オスロ会議に参加しながらもＣＣＷの枠組みも重視するという姿勢を取り続け、禁止派の対応次第ではＣＣＷの枠組み（擁護派）の方に接近していく可能性が大きかった。ただオスロ会議の開催がマスコミで 取り上げられ などして 国際世論の中での禁止派の追い風は強くなっ おり（背景に 、二〇〇六年の擁護派のイ ラエルによるレバノン空爆もある） 、最終的には対人地雷禁止条約形成過程をオタワプロセスと通称されている と類比的に、 「オスロプロセス」という言葉が生み出され ほどの認知度にまで至っ 。そして結果的には、ＣＣＷ 枠組みを飛び出して独自のプロセスを歩むという対人地雷禁止運動時の方法を踏襲する形で、禁止条約を成立ささせることができた。いわば「クラ ター爆弾禁止規範」とも言うべき国際規範が国際社会の中 カスケード 起こしてい 状態であり、この流れに逆らって公然とクラスター爆弾を擁護するということを国際社会の中で発言することは外交上の不名誉さにつながるような状況であった 考えられる。また、クラスター爆弾 国防上必ずしも必要としない 々、保有していない国々が擁護派に立つと、反対して被る不名誉さによるコスト 一方的に受けることになり まったく利得の得られ 状況となるため、禁止派 側に立つことが選択肢として合理的なものとなったと考えられる。
二七四
一方、擁護派は使用を認めるいわば「クラスター爆弾はＥＲＷにまつわる問題」を一貫して固守し続けているが、
中間の立場のアクターが禁止派側（オスロプロセスの側）に取り込まれることになり、最終的には二〇〇〇年代半ばまでの優位を保てなくなってきたと考えられる。また擁護派 固執することは先 述べたような国際社会からの反発・コストを招くことになる 、擁護派 アメリカ、ロシア、中国、イスラエル等） とってはそれを上回る意味での安全保障上 理由・利得があ たと考えられる。また保有国は当然のことながら自国 兵器産業を抱えており、使用禁止の立場に立つと、軍事上、経済上の利得の双方を失うことにもなる。ただ の場合、擁護派に立つための合理性が成立する要件は、こ 的 的理由が十分な場合のみである。世界各国のほとんどの国は、実際のところクラスター爆弾を保有 使用する予定はなく、二〇〇七年以降 段階 おいては、ＣＣＷの代替的存在として クラスター爆弾禁止運動が台頭し かつ国際世論の支持もそちら側に向かっている以上 そうしたクラスター爆弾を保有・使用すること ない国が 禁止派の側に流れる は当然のこととも言える。
ただ、クラスター爆弾使用擁護派が条約採択時において完全に劣勢であったかというと決してそうではない。二
〇〇七年にはＣＣＷ締約国会議が開催され、クラスター爆弾 特化し 問題を取り上げるなど、ＣＭＣ、使用禁止派の国家アク （ノルウェー、ベルギー等）が推進するレジームとは別のＣＣＷレジームの健在ぶりをアピールしている。使用擁護派は数こそ少数である 、アメリカ、ロシア 中国、イスラエルといった国が名を連ね り、禁止派、特にイギリス、ドイツ、日本といった中間的な立場を取 国々に、軍事大国 参加 無いクラスター爆弾禁止レジームよりも、ＣＣＷでクラスター爆弾の使用禁止を目指す行動をとったほうが禁止効力として良いのではないかという意識を常に持たせ続けることになった。また第五議定書の形成 通して いち早くクラスタ 爆弾問題にＣＣＷが取り組んでいたことも Ｃ Ｗ加盟国に「クラスター爆弾はＣＣＷで論じるべきであ 」 の考え方
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を持たせ続けることに成功していたと考えられる。
これまでの内容を（図表
7）に示しておく。最終的に構築されたクラスター爆弾禁止レジームは、クラスター爆
弾の例外事項を認め、非加盟国との共同作戦を認める内容でもあったことから、対人地雷禁止レジームと比べると厳密な意味での禁止レジームではないものとなった。ただ、禁止派の「文民に受け入れ難い苦痛をもたらす不発弾をなくす」という点での目的は達成できる内容ではあった。いわば、完全な全面禁止レジームではないが、不発弾となる確率の高い粗悪なクラスタ 爆弾の禁止レジームの形成には成功したと言えるであろう。このようなムが形作られていったのは、いわば禁止派、擁護派 双方の間での駆け引きの結果、双方の側から影響力を受けた結果であり、そ ぞれの立場に属するアクターの理念、合理性、レジーム間関係が重要 変数 して作用していたと考えられる。
4　
結論
以上、クラスター爆弾禁止レジーム形成過程について分析、考察を行ってきた。
2章では本研究の分析視点、仮
説の導出の作業を行っており、クラスター爆弾禁止レジームに関する先行研究を参照しつつ本研究の視点を抽出し（
2 －
1） 、その視点にあった分析枠組みを設定するべく「複雑システム」の考え方を採用し、規範・理念と合理性
の双方の観点からなる分析枠組みについて考察を行った（
2 －
2） 。そしてそこでの考察結果をレジームの関係の
議論と接続し、水平的派生型レジームの基本的な分析を土台として、本研究が依拠するクラスター爆弾禁止レジームの分析枠組み、そこ 導出される仮説を提示した。
二七六
　クラスター爆
弾禁止レジーム
が形成。
　しかし、条約
内容には妥協点
があり、厳密な
意味での禁止レ
ジームではなく
なった。
（図表 7）クラスター爆弾禁止条約採択時（2008 年 5 月）
クラスター爆弾使用禁止派（クラスター爆弾禁止レジーム）・
1（7 カ国（条約採択国）
・理念：「クラスター爆弾は使用禁止すべき」という理念を持つ一方
で、ＣＣＷを重視しつつオスロ会議以降の禁止派の会議（リ
マ、ウィーン、ウェリントン）に参加していた国々を取り
こむため、妥協を受容する（不発化する恐れのないクラス
ター爆弾の容認等）。署名国の増加へ。
・合理性：オスロ会議以降、国際世論のクラスター爆弾に対する危
険性の認知が広まり不参加は不名誉との認知も広まり始
める。国防上不必要 + 国際社会での称賛→禁止派。署名
国の増加へ。
・レジーム間関係：対人地雷時の「ＣＣＷ離脱→新レジームの形成」
を踏襲し、一定の成功。参加のハードルを下げ
ることで署名国が増え、オタワプロセスと並ぶ
「オスロプロセス」と呼ばれるインパクトを国際
社会に与えた（条約内容の妥協という代償はつ
いた）。
　　　　　取りこみ 38 カ国
クラスター爆弾擁護派ではあるが、使用制限を認める立場
クラスター爆弾使用擁護派（ＣＣＷレジーム）・11 カ国
・理念：オスロ・プロセス、クラスター爆弾禁止条約調印といった
出来事の中で、クラスター爆弾の使用を認めるというＥＲ
Ｗの理念への反発は高まる。しかし、軍事大国がこの理念
を持ち続けることでＣＣＷの枠組みは一定の価値を保ち続
け、そのことが禁止派の妥協姿勢を導きだすことにつながる。
・合理性：国際世論からの逆風よりも、安全保障上の利益の優先。
アメリカ、中国、ロシア等大国はこれにより条約に参加
せず。
・レジーム間関係：当初の囲い込みによるＣＣＷによるクラスター
爆弾問題のＥＲＷ化には成功したが、その後は
新たな戦略を打ち出せず。ただ、当初の成功は
ＣＣＷの重要性を各国に植え付け、禁止派の妥
協を引き出す一因になったと考えられる。
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3章では事例分析に入り、クラスター爆弾禁止運動の始まりからクラスター爆弾禁止条約の採択（二〇〇八年五
月）までを分析対象とした上で、それを三つの期間に分けて検討、考察を行った。まず最初の期間として設定したクラスター爆弾禁止運動の始まりからＣＣＷ第五議定書採択までの過程では、九〇年代後半、クラスター爆弾の不発弾が市民に脅威 与えているという実態から、ＨＲＷ等のＮＧＯがその使用禁止を求める運動に着手し始めたが、多くのＮＧＯが先に形成された対人地雷禁止条約への取り組みに力点を置いていたこと、そしてクラスター爆弾の使用擁護派がいち早くＣＣＷにおいてクラスター爆弾問題を「ＥＲＷの問題」として位置付け、禁止するという意見を封じ込めようとしたことによって、禁止派の動きは停滞し、使用擁護派の側の意見が国際社会に受け入れられるという状況となった（
3
－
1） 。その後、ＮＧＯの連合体であるＣＭＣが具体的な成果を挙げられずにいる中、
ノルウェー、ベルギーで生じたＳＲＩ、ＣＳＲを巡 運動や、擁護派 イスラエルが不発弾 多 粗悪なクラスター爆弾をレバノンで大量に使用し ことなど 通し 、少 ずつ禁止派の運動が国際社会 中に認知されていきそうした国際世論の後押しの中 、禁止派アクターはＣＣＷ 枠組みと 別の条約形成を目指すべくオスロ会議を開催した（
3 －
2） 。オスロ会議以後、新たなクラスター爆弾禁止レジームの形成に対する支持は急速に広まって
いき、条約採択の 会議には一一一カ国もの国々が集まった。 だ条約作成の詰め 段階に入って行くと、イギリス、ドイツなどＣＣＷの重要性も認識しつつオスロプロセスに参加した国が例外を許さない使用禁止条約となることに異を唱え始め、結果としてそうした意見 妥協する形で、対人地雷禁止レジームよりも制度上厳密なレジームとは言えな レジームと て最終的に形成された。
そして本研究が注目する理念、規範、レジーム間関係の三点については、それぞれの時期ごとに抽出して図式化
を行った。本研究の仮説は ①クラスター爆弾禁止レジーム形成過程において、国際ＮＧＯ、主権国家といった各
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アクターは、自らの理念、及び合理性の双方を複合的に勘案してクラスター爆弾使用禁止派、使用擁護派の立場に立ち、それぞれの立場ごとに対人地雷禁止レジームと関係性を持っ いた、②クラスター爆弾使用禁止派及び使用擁護派は 自らの理念、合理性、そして対人地雷禁止レジーム形成で経験し ことに基づいて、自らが優位に立てるよう戦略的に行動し、そのことがクラスター爆弾禁止レジームのあり方に影響を与えた、の二つであったが、それぞれの立場についてアクター 理念、合理性、レジーム間関係を通して分析することができ かつ最終的なクラスター爆弾禁止レジームのあり方も れらの変数を軸として行動した禁止派、擁護派それぞれのアク の様々な結果によるも である。こ 意味において、今回の事例分析を通してこの二つの仮説は検証されたものと考えられる。
本研究はクラスター爆弾禁止レジーム形成という国際政治現象の分析を端的に行っており、今後のクラスター爆
弾がどうな か（あるいはどうなるべきか）という議論には立ち入っ いない。ただ、国家アクターのみならず、非国家アクター（ＮＧＯ、企業など）が国家間 取 決めに干渉したり、牽引したりするという事象 非国家アクター同士の取り決めに国家の側が牽引されていくという事象（私的レジーム）など、今後ますます国際政治における非国家アクターの活動の影響力が大きくなることが考えられる。その一方で、非国家アクター同士 取り決めでは、結局のところ望ましいレジームは構築できず、改めて国家アクターの重要性が再評価されるべきとの議論も登場してい 。本研究では、国家アクターと非国家アクター の の協力、対立、妥協といった様々な事象を分析することができ、国際政治における特徴的 現象の一端を捉え ことができたのではないかと考えられる。今後はそうした多様なアクターが形成する 際制度、レジームをさらに追跡し、多様なアクターを分析できる理論的枠組みのあり方につい 考察を進めていきたいと考えている。
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︿インタビュー﹀清水俊弘、日本国際ボランティアセンター事務局長。インタビュー日
：二〇一一年九月二二日。
目加田説子、中央大学総合政策学部教授。インタビュー日
：二〇一一年九月二八日。
（
1）　
清水（二
〇〇八
）。不発
弾率が
どの程
度なの
かのデ
ータは、軍、
製造者
側が正
式な値
を公表
しない
ため厳密
な値は不
明で
あ
る
が、
国
際
Ｎ
Ｇ
Ｏ
の
Ｈ
Ｉ（
ハ
ン
デ
ィ
キ
ャ
ッ
プ
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
）
の
報
告
書
に
よ
れ
ば、
不
発
弾
に
よ
る
被
害
者
は
世
界
に
五
万五千人～一〇万人ほどになるという（
H
andicap International: 二〇〇七）
。
（
2）　
レ
ジ
ー
ム（
以
下
で
は
国
際
レ
ジ
ー
ム
と
同
義
と
す
る
）
と
は、
「
国
家
間
の
関
係
を
統
御
す
る
規
範
や
ル
ー
ル
の
セ
ッ
ト
」
と
定
義
さ
れ、
国
際
組
織、
国
際
制
度
な
ど、
特
定
の
分
野
の
公
式（
あ
る
い
は
非
公
式
）
の
国
際
的
な
枠
組
み
の
こ
と
を
言
う（
山
本
: 二
〇
〇
八
）。
つ
ま
り
レ
ジ
ー
ム
概
念
は
条
約
概
念
を
内
包
す
る
も
の
で
あ
り、
以
下
で
は、
ク
ラ
ス
タ
ー
爆
弾
禁
止
条
約
と
い
う
ク
ラ
ス
タ
ー
爆
弾
禁
止
に
関
す
二八二
る国際的な枠組みのことを、クラスター爆弾禁止レジームという言い方と同義のものとする。
（
3）　
山本（二〇〇八）
。
（
4）　
国
際
関
係
論
の
基
本
的
な
三
つ
の
立
場
に
つ
い
て
は
Sorensen （
二
〇
〇
五
）
を
参
照。
こ
れ
ら
の
立
場
間
の
議
論
に
つ
い
て
は
こ
こ
で
は
深
く
踏
み
込
ま
な
い
が、
例
え
ば
ネ
オ
リ
ベ
ラ
ル
イ
ン
ス
テ
ィ
テ
ュ
ー
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
の
立
場
か
ら
コ
ン
ス
ト
ラ
ク
テ
ィ
ビ
ズ
ム
を
検
討
し
た
ものとして石田（二〇〇〇）がある。また最近では、
「リアリストコンストラクティビズム（
R
ealist constructivism
）」とい
う用語を用いて、両者の間の類似性について論じた
B
arkin （二〇一〇）などもある。
（
5）　
廣瀬（一九九八）
（
6）　
山本（二〇〇八）
（
7）　
H
um
an R
ights W
atch （二〇〇七）
（
8）　
清水俊弘氏への筆者のインタビューより。
（
9）　
H
um
an R
ights W
atch （一九九九ａ）
（
10）　
目加田（二〇〇九ａ）
（
11）　
ＪＣＢＬニュースレター 二〇〇七
、目加田説子氏への筆者のインタビューより。
（
12）　
目加田（二〇〇九ａ）
（
13）　
足立（二〇〇六）
（
14）　
対人地雷禁止条約の形成過程については足立（二〇〇四）を参照。
（
15）　
P
R
O
T
O
C
O
L
 O
N
 E
X
P
L
O
SIV
E
 R
E
M
N
A
N
T
S O
F
 W
A
R
 (P
R
O
T
O
C
O
L
 V
)
（
16）　
H
um
an R
ights W
atch W
orld R
eport （二〇〇三ａ）
、（二〇〇三ｂ）
。
（
17）　
清水俊弘氏へのインタビューより。
（
18）　
目加田（二〇〇九ａ）
（
19）　
足立（二
〇〇八
）はこ
の点に
ついて、
「ＮＧ
Ｏネッ
トワー
クが
形成さ
れたり、
世論
が盛り
上がっ
たり
する前
に、この
問題
（ＥＲＷ）に
ついてＣＣＷで
議論を進めた
ことで、クラスタ
ー爆弾に焦点
を絞った新た
な制度形成を目
指すコストは
大きい
ものとなった」と指摘している。
（
20）　
目加田（二
〇〇九
ａ）は、
「ＩＣ
ＢＬに
は対人
地雷に
集中す
べきだ
という
意見も
根強く、当
初はク
ラスタ
ー爆弾
への取
り
組
み
を
見
送
っ
て
き
た
」
と
述
べ、
Ｉ
Ｃ
Ｂ
Ｌ
が
ク
ラ
ス
タ
ー
爆
弾
禁
止
に
取
り
組
む
べ
く
方
針
転
換
す
る
の
は
二
〇
〇
六
年
末
で
あ
っ
た
と
し
て
い
る。
少
な
く
と
も
そ
れ
ま
で
の
期
間
は、
地
雷
へ
の
取
り
組
み
と
ク
ラ
ス
タ
ー
爆
弾
禁
止
運
動
へ
の
取
り
組
み
の
間
の
板
挟
み
に
あ
っ
二八三
クラスター爆弾禁止レジーム形成過程の分析

（都法五十五
-
二）
たＮＧＯが、多数存在していたことが考えられる。
（
21）　
目加田（二〇〇九ａ）
（
22）　
足立（二〇〇四）
（
23）　
足立（二〇〇九）
、目加田（二〇〇九ａ）
（
24）　
清水（二〇〇八）
、清水俊弘氏へのインタビューより。
（
25）　
こ
の
と
き、
日
本、
ポ
ー
ラ
ン
ド、
ル
ー
マ
ニ
ア
の
三
か
国
の
代
表
者
は、
オ
ス
ロ
会
議
自
体
に
は
出
席
し
て
い
な
が
ら、
「
オ
ス
ロ
宣
言
」
に
は
反
対
の
意
を
表
し
て
い
る。
そ
の
た
め、
会
議
に
参
加
し
た
の
は
四
九
カ
国
で
あ
る
が、
オ
ス
ロ
宣
言
に
賛
成
し
た
の
は
四
六
カ
国
で
あ
る。
（
26）　
オ
ス
ロ
会
議
の
前
日
に
開
催
さ
れ
た
市
民
フ
ォ
ー
ラ
ム
に
参
加
し
た
Ｎ
Ｇ
Ｏ
の
中
で
は「
オ
ス
ロ
会
議
に
参
加
し
て
い
る
国
の
う
ち、
一
〇
～
一
二
カ
国
は
本
心
か
ら
条
約
を
成
立
さ
せ
よ
う
と
考
え
て
い
る
訳
で
は
な
い
の
で
は
な
い
か
」
と
い
う
印
象
も
持
た
れ
て
い
た（
Ｊ
Ｃ
Ｂ
Ｌ
ニュースレター（二〇〇七）
）。
（
27）　
目加田頼子氏へのインタビューより。
（
28）　
外務省ホームページ（
http://w
w
w
.m
ofa.go.jp/m
ofaj/gaiko/arm
s/ccw
/kaigi_0711_g.htm
l ）より。
（
29）　
清水俊弘氏へのインタビューより。
（
30）　
目加田説子氏へのインタビューより。
（
31）　
目加田説子氏へのインタビューより。
（
32）　
D
iplom
atic C
onference for the A
doption of a C
onvention on C
luster M
unitions ”C
onvention on C
luster M
unitions
